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経営計画素案の作成に当たって

東北新幹線開業に伴い東日本旅客鉄道株式会社（以下「JR東日本」とします。）から経

営分離される並行在来線区間（目時・青森間）については、県と沿線市町村で組織する並

行在来線対策青森県協議会における「並行在来線に関する基本方針」(平成11年11月15日

付）に基づき、県が鉄道施設の保有及び管理を行い、県及び沿線市町村等の出資による第

三セクターが旅客鉄道事業を運営することとされました。

これにより、東北新幹線八戸開業（平成14年12月１日）と同時に、青い森鉄道線「目時

・八戸間」が開業し、鉄道事業の運営は新たに設立された第三セクターの青い森鉄道株式

会社（以下「青い森鉄道㈱」とします。）が行っています。

平成２２年度中には、東北新幹線八戸・新青森間の開業と同時に東北本線八戸・青森間

が経営分離されますが、この八戸・青森間については、これまでの経緯を踏まえ、青い森

鉄道線を青森まで延伸し、青い森鉄道線「目時・青森間」として鉄道輸送を維持すること

とします。

本経営計画素案は、青い森鉄道線「目時・青森間」を運営する青森県及び青い森鉄道㈱

が、青森開業に向けて経営計画を策定する際に踏まえる基本的事項を定めるものです。

Ⅰ 青い森鉄道線経営の基本的考え方

１ 基本理念

地域住民の重要な足として旅客輸送の確保を基本に、健全な経営のもとで、（１）

安全性の確保、利用者の利便性の向上を目指します。

新幹線及び他の線区と連絡する一体的な地域交通ネットワークとしての活用（２）

を目指します。

地域住民に身近で環境に優しい公共交通機関として、沿線地域の振興、住民（３）

福祉の向上及び地球環境の保全への貢献を目指します。

２ 経営スキーム

青い森鉄道線における鉄道サービスを安定的に維持存続させるために、以下のとお

り上下分離方式を採用します。

鉄道施設（線路・電路・駅舎等）は、旅客輸送主体の資本費負担の軽減を図る（１）

ため県（第三種鉄道事業者）が所有し、維持します。また、鉄道施設の保守管理

業務については、より円滑で効率的な業務推進のため、県が費用を負担し、旅客

輸送を担う第二種鉄道事業者が実施することとします。

旅客輸送事業は、民間の柔軟な経営感覚を活かし、経営の効率化と多角的な収（２）

益の確保を図っていくため、青い森鉄道(株)が第二種鉄道事業者として行います。
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〔会社の概要〕

青い森鉄道株式会社・ 商 号

青森県八戸市大字長苗代字上亀子谷地９番地・ 本店の所在地

６億円（会社設立時）・ 資 本 金

平成１３年５月２５日 会社設立総会・ 沿 革

平成１３年５月３０日 会社設立登記

平成１４年１２月１日 営 業 開 始

第 二 種 鉄 道 事 業・ 鉄道事業の種別

旅 客 輸 送 そ の 他・ 業務内容

Ⅱ 経営区間の現況等

１ 経営する区間の概要

目時・青森間 営業キロ １２１．９km ２６駅（１）経営区間

〔現状〕 青い森鉄道線：目時・八戸間 ２５．９㎞ ７駅

JR東北本線 ：八戸・青森間 ９６．０㎞ １９駅

（特急列車を除く。） （平成１９年３月現在）（２）列車運行状況

(IGR） （青い森鉄道） （JR東北本線）

(32本)
(26本)

(24本)
(30本)

(36本)＊
(28本)

[4本]
[2本]

[6本]

青森浅虫温泉野辺地三沢八戸三戸目時

凡例 （普通）

[快速]

＊休日運休１本を含む

(IGR） （青い森鉄道） （JR東北本線）

(32本)
(26本)

(24本)
(30本)

(36本)＊
(28本)

[4本]
[2本]

[6本]

青森浅虫温泉野辺地三沢八戸三戸目時

凡例 （普通）

[快速]

＊休日運休１本を含む



- 3 -

（３）輸送状況

並行在来線（目時・青森間）将来需要予測調査（県実施。以下、「将来需要予測調査」

という。）における平成１７年度の普通・快速列車（以下「ローカル」という。）利用者

の各駅乗車人員と駅間通過人員は次のとおりです。

最も駅間通過人員が多い区間は、小湊・青森間で３，０００人／日を超えています。
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この各駅乗車人員と駅間通過人員により算出した同区間の輸送状況は次のとおりです。

表 ローカル利用者輸送状況

※「輸送人員」には、目時以遠及び青森以遠からの乗車人員を含みます。

輸送密度は、青い森鉄道線区間で１，１５８人／日、ＪＲ東北本線区間では２，４３３

人／日と青い森鉄道線区間の約２倍となっています。県境目時から青森まででは２，１６

２人／日となっています。

県境目時から青森までの輸送密度を券種別に見ると、通学定期が４３％と最も高く、通

勤定期と合わせた定期利用者が６１％を占め、定期外は３９％となっています。

※ 輸送密度：区間内の全ての利用者が、区間の始まりから終わりまでを通して利用し

たものとみなして計算した数値。１日あたりの輸送人キロを営業キロ数で除して

算出します。

（人） （％） （人） （％）

合計 1,842 100% 1,158 100%

定期 1,178 64% 713 62%

通勤 133 7% 101 9%

通学 1,045 57% 612 53%

664 36% 445 38%
合計 10,277 100% 2,433 100%

定期 7,093 69% 1,488 61%

通勤 1,724 17% 483 20%

通学 5,369 52% 1,005 41%

3,184 31% 944 39%
合計 12,119 100% 2,162 100%

定期 8,271 68% 1,324 61%

通勤 1,857 15% 402 19%

通学 6,414 53% 922 43%

3,848 32% 838 39%

輸送密度

(

目

時

・

八

戸

間

）

青

い

森

鉄

道

線
定期外

合
計

定期外

区間　　　　　項目
輸送人員

(

八

戸

・

青

森

間

）

Ｊ

Ｒ
東
北

本

線 定期外
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２ 輸送需要予測

将来需要予測調査による輸送需要予測結果は次のとおりです。

予測開始年度：平成２２年度

予測最終年度：平成５２年度（開業後３０年目）

なお、予測手法は、基本的に駅勢圏人口に対し人口１人当たりの利用状況（乗車習

慣と呼ぶ）を乗じて将来の各駅の乗車人員を算出し、平成18年度のＯＤ調査（旅客流

動調査）の結果をもとに配分して駅間の輸送人員を算出する、いわゆる「駅勢圏法」

によっています。

    将来需要予測のフロー

需 要 増 減
可 能 性 分析

運賃改定による逸走
新駅設置による影響

将来優等(新幹線)
利 用 者 数

人口、通勤・通学流動、
鉄道利用者数トレンド

現行優等(特急)
利 用 者 数

相 互 転 移
可能性分析

予 測 需 要 量
現行ローカル
利 用 者 数

将来ローカル
利 用 者 数
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（単位：人／日）表１ 輸送人員の推移

Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52項目 年度

9,868 9,023 8,227 7,353 6,636 5,960 5,2521 既存ロｰカル利用

1,300 825 837 740 733 714 6792 特急利用からの転移

△1,072 △ 946 △ 870 △ 777 △ 708 △ 641 △ 5693 運賃改定による逸走

－ 2,170 2,084 1,887 1,690 1,509 1,3144 新駅設置による影響

10,096 11,072 10,278 9,203 8,351 7,542 6,676計

（単位：人／日）表２ 輸送密度の推移

Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52項目 年度

1,755 1,617 1,485 1,346 1,224 1099 9741 既存ロｰカル利用

364 294 282 271 263 244 2402 特急利用からの転移

△ 204 △ 183 △ 170 △ 155 △ 143 △ 129 △ 1163 運賃改定による逸走

－ 291 281 260 237 212 1854 新駅設置による影響

1,915 2,019 1,878 1,722 1,581 1,426 1,282計

※１ 運賃改定による逸走率は、９.６％と設定。

２ 新駅関係については、青森市調査に基づく。また、新駅設置時期は開業後と

仮定し、その効果がＨ27年度から現れるものと想定。
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Ⅲ 運営に関する事項

１ 運行計画

（１）基本的な考え方

列車の運行は、青い森鉄道株式会社の経営区間である目時・青森間を基本とし、

地域住民の生活路線としての役割を果たすことを第一義に行います。

運行形態については、現在の青い森鉄道線とＪＲ東日本から経営分離される東北

本線の運行形態及び鉄道資産の状況、並びに隣接する路線の現況を踏まえ、鉄路の

一体性と運行の継続性を確保する観点から、現行の複線電化形態とします。

運行ダイヤ等については、利用者の流動状況を踏まえ、利便性を確保する観点か

ら、長距離通勤者を考慮した時間帯等に、経営分離前の特急列車の停車駅を基本と

して、三戸・青森間及び八戸・青森間で快速列車を設定するとともに、接続する他

会社線との乗り入れの実施を検討します。

運行に当たっては、安全性確保を最優先としながら、経済性や合理性を追求する

とともに、運行サービス水準の維持・向上を目指します。

（２）運転本数等

運転本数は、地域住民の生活路線としての役割を果たすため、利用者の流動状況

を踏まえた設定を行います。

八戸・青森駅間については、青森市圏での通勤・通学輸送力の増強と閑散区間・

時間帯の運転間隔の調整を図るなどにより、現在ＪＲ東日本が運行している普通・

快速列車上下47本を上回る50数本程度の本数の設定を予定します。

また、これまで既に営業を行ってきた目時・八戸間にあっては、これまでの輸送

実績等を踏まえ、朝・夕の通学・通勤時間帯の利用客の利便性を損ねることなく、

日中の閑散時間帯を中心として、より実態に合わせた形で見直しを進め、現行の上

下40本を下回るものの、上下30数本程度の本数の確保を予定します。

この際、接続する他会社線との相互直通乗り入れについても十分に配慮したもの

とします。

まず、ＪＲ東日本㈱との間で現在のＪＲ八戸線、ＪＲ大湊線との乗り入れが確保

できるよう努めるほか、ＪＲ奥羽本線については、同線に単線区間があり線路容量

が厳しい現状を踏まえ、どのような形態での連絡・接続が可能かについてＪＲ東日

本㈱と協議を進めます。

次に、ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱との間では両県境間の利用者の流動等を踏まえ、

青い森鉄道㈱の一部列車のＩＧＲいわて銀河鉄道線への乗り入れ運行にも配慮しま

す。

また、ＪＲ旅客会社が運行している寝台特急列車（カシオペア等）についても、

引き続き直通乗り入れが行われるよう協議を進めます。
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（３）ダイヤ編成及び運行区間

ダイヤ編成は、通勤・通学者の移動手段としての役割を中心とし、地域住民の日

常生活における利便性の確保を図るように行います。また、他線との乗り継ぎにつ

いては、在来線との接続を第一に考えながら、出来る限り新幹線との接続にも配慮

するとともに、青森、野辺地、八戸の各駅では他線との乗り継ぎがスムーズとなる

よう接続時分、列車の着発ホームの運用についてJR東日本㈱と協議を進めます。

運行区間は、八戸以北と八戸以南、それぞれでの運転を基本とし、一部列車につ

いては途中駅での折り返しを設定します。

なお、八戸以南については、本県側と岩手県側の旅客流動の実態を踏まえ、二戸

駅までの青い森鉄道車両の乗り入れを基本として、ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱と協議

を進めます。

（４）車両及び乗務員運用

青い森鉄道線の運行に必要な車両数は、効率的な車両運用を念頭に置き、輸送需

要を考慮の上、青い森鉄道㈱において確保します。

また、車両及び乗務員運用については、青い森鉄道㈱が運輸管理所を設置して行

います。

（５）ワンマン運行の実施

青い森鉄道㈱の車両による運行は、効率的な車両運用と人員配置を実現するため、

開業時からワンマン運行を基本とします。

なお、青森市内における東青森、小柳、矢田前といった朝の通勤・通学時間帯で

の利用者が多い無人駅では、臨時に車掌業務を行うことや駅に人員を配置するなど

の対応を予定しています。

（６）運行管理

目時・青森間の列車の運行管理業務は、青い森鉄道㈱が行います。

車両計画２

（１）基本的な考え方

確保する車両は、初期投資の抑制と円滑な運行引継ぎの観点から、現在ＪＲ東日

本が八戸・青森間の普通列車に運用している７０１系電車を基本とします。

なお、青い森鉄道線のダイヤ設定等により７０１系電車のみでは必要となる車両

数に不足が生ずる場合には、ＪＲ東日本の車両を活用するなどによりダイヤ設定等

に支障が生じないよう対応することとします。
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（２）車両の概要

青い森鉄道線の運行区間、運行本数及びダイヤ編成の方針を踏まえれば、青い森

鉄道㈱の所有車両数は、青い森鉄道(株)が現在所有している車両編成の４倍程度

（予備車両１ユニットを除く。）の確保が必要です。（現在、青い森鉄道㈱は２ユ

ニット４両（１ユニット２両編成）を所有しています。）

（３）車両基地及び車両の検査・修繕等

車両基地は、青森駅近傍に整備することとし、ＪＲ東日本青森車両センター東派

出所内の既存施設を改修して使用します。また、八戸駅構内の車両留置設備は引き

続き使用します。

車両の検査・修繕（以下「検修」という。）は、実施回数や検修に要する設備の

整備に要する経費を勘案し、列車検査及び機能保全を東派出所車両基地内で行い、

その他の検査は可能な限りＪＲ東日本㈱に委託することを基本とします。また、東

派出所車両基地内で行う検修についても、可能なものは極力外部委託することを基

本としつつ、将来的な展望も視野に入れながら、青い森鉄道㈱での検修要員育成に

ついても、併せて検討します。

（４）車両管理

車両管理については、車両基地内の運輸管理所で行います。

３ 保守管理計画

（１） 基本的な考え方

ア 青い森鉄道線の鉄道施設は県の公の施設に位置づけられていることから、県は、

施設の設置主体として、常に良好な状態で施設が利用できるよう管理していく責任

があります。

一方で、鉄道施設の保守管理は列車の運行管理と密接な関係を持っていることか

ら、国土交通省の通達では、鉄道施設の保守管理は、原則として鉄道運送事業者

（第一種鉄道事業者又は第二種鉄道事業者）が管理主体となることとされています。

イ 青い森鉄道線の八戸開業時点では、同線（目時・青森間）の一部区間の開業であ

ることから、整備する施設設備及び組織体制については必要最小限のものとし、全

区間開業時に改めて整備等を行うこととしました。

このため、鉄道施設の保守管理業務については、第二種鉄道事業者である青い森

鉄道㈱ではなく、鉄道施設の設置主体である県が、保守管理業務の根幹となる事務

（保守保全計画の策定等）について鉄道管理事務所を設置して直接行い、これ以外

の業務は外部委託する方法で行われてきました。
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ウ 今後、青い森鉄道線の青森開業のために、鉄道施設の運用や保守管理に必要とな

る施設設備等は全て整備することとします。また、青い森鉄道㈱においても全区間

の運営に必要な組織体制を整えます。

このため、青森開業後の鉄道施設の保守管理業務について、県は鉄道施設の設置

主体としての責任を持ち、施設の使用や保守管理が適切になされるよう、必要な業

務を行い、具体的な保守管理業務は、鉄道事業法の原則に則して第二種鉄道事業者

である青い森鉄道㈱が主体的に行う体制を基本とします。

エ 保守管理業務に必要な資金については、条例に基づき県に支払われる鉄道施設の

使用料等を原資として、県が保守管理主体となる青い森鉄道㈱に支出します。

（２）保守管理体制

ア 県は、公の施設である鉄道施設の設置主体として、法令に基づく施設の各種使用

許可等の行政処分を行います。また、具体的な保守管理業務が適切に行われ、常に

良好な状態で施設が利用できるよう、第二種鉄道事業者の保守管理計画や業務の実

施状況の点検等を行います。

なお、現在、鉄道管理事務所が行っている業務の多くは、保守管理主体となる青

い森鉄道㈱が行うため、県の業務については、同事務所に代わる担当者を県庁内部

に配置する等により対応することを検討します。

イ 青い森鉄道㈱は、青森開業時から県の鉄道施設の保守管理業務を行う主体として、

これに必要な設備管理部門を組織内に設置します。なお、この部門は、同線の延長

が１２１．９ｋｍと長いことから、青森市の他に八戸市にも一定の機能を持つ機関

を配置することとします。

また、青い森鉄道㈱は、鉄道施設の安全確保を第一義としつつ、外部委託を活用

する等により、保守管理経費の合理化を図っていくこととします。

ウ 県が公の施設として設置する鉄道施設の保守管理を第二種鉄道事業者である青い

森鉄道に行わせる方法については、鉄道事業法及び地方自治法上の規定等を踏まえ、

具体的に決定していくこととします。

また、鉄道施設の一部である駅については、地域住民に多様なサービスを提供し、

住民サービスの向上等が図られる可能性を有していることから、有効活用が図られ

るような仕組みについても検討することとします。
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４ 組織要員計画

（平成１９年４月）（１） 現在の組織要員状況

ア 青い森鉄道株式会社（第二種鉄道事業者）

代 表 取 締 役 総務担当グループ 総務企画担当
役

取 締 役
員 経理出納担当

監 査 役

運輸担当グループ

運 行 当 直 運 転 士

車 両 担 当

指令業務担当 委託

車両基地担当 委託

委 託

又 は駅務営業担当 駅
無 人

イ 青森県（第三種鉄道事業者）

総 務 担 当

保 線 担 当

鉄道管理事務所長 次 長
土 木 担 当

電 力 担 当

信 通 担 当
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（２）青森開業時の組織要員計画

ア 青い森鉄道株式会社（第二種鉄道事業者）

青森開業時における青い森鉄道㈱の会社体制は、営業区間の大幅な延長や同社

による運行管理、車両運用管理並びに施設の保守管理を新たに行うことから、現

在の体制より大幅な拡充を図る必要があります。

増員するのは、運行本数や駅数の増加など規模拡大に伴うものと、施設管理、

運行管理や車両基地運営など新たな業務の追加に伴うものがあります。

一方で、可能なものは極力外部委託するほか、複数の駅をグループ化し主要駅

の社員が必要に応じて他駅の管理に対応するなど、安全確保を図りながら社員の

増加を極力抑えるための体制づくりに努めることとします。こうした考え方に基

づき検討した現時点での組織体制予定は次ページのとおりです。

青森開業時点では、これらの要員の大半をＪＲ東日本からの出向者により確保

せざるを得ませんが、将来に向けて可能な限り早期にプロパー転換を図り、人件

費の抑制に努めます。



- 13 -

青い森鉄道株式会社組織図（平成２２年度 青森開業時）

○本社

総 務 部 門
役 員 本 社

運 輸 部 門
（運輸・設備・指令）

駅 部 門

（駅営業・信号扱い）

目時、三戸、諏訪ノ平、剣吉、苫米地、北高岩八戸グループ駅

八戸、陸奥市川、下田、向山

三沢駅担当

小川原、上北町、乙供、千曳、野辺地野辺地駅グループ

狩場沢、清水川現

業

小湊、西平内、浅虫温泉、野内、矢田前、小柳機 青森駅グループ

東青森、青森関

運 輸 管 理 所 八 戸 派 出
（運転・車両・検修）

設 備 管 理 所 八 戸 派 出
）（保線・土木・建築・機械・電力・信通

イ 青森県（第三種鉄道事業者）

県は、公の施設である鉄道施設の設置主体として、具体的な保守管理業務が適

切に行われ、常に良好な状態で施設が管理されるよう、第二種鉄道事業者の保守

管理計画や業務の実施状況の点検等を行うための担当を県に設け、必要な要員を

配置することを検討します。
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営業計画５

（１）基本的な考え方

旅客運賃は、独立採算の原則が確保される適正な受益者負担の水準に設定するこ

とが基本ですが、旅客運賃によって青い森鉄道線の収支を均衡させるには、現在の

輸送密度からみて、現行ＪＲ運賃を大幅に見直す必要があります。

しかし、旅客運賃の大幅な値上げは、利用客の逸走を惹き起こす可能性がありま

す。

このため、具体の運賃は、利用者、特に通学定期利用者の負担増加に配慮しつつ、

会社経営の健全性が図られるようなバランスを考慮して、決定することとします。

（２）運賃制度の概要

運賃水準①

運賃水準については、以下の４つのケースを設定し検討しました。

その結果、ケース３を基本として、今後、青い森鉄道㈱が具体の運賃を設定して

いくこととします。

・ケース１：現行運賃並み（青い森鉄道区間とＪＲ区間それぞれに現行運賃を適

用して算出したもの）

・ケース２：現行青い森鉄道運賃並み（公的支援：線路使用料の減免を前提）

・ケース３：現行青い森鉄道運賃並みを基本とし、通学定期利用者については現

行ＪＲ運賃並みに据え置き（主として高校通学者に配慮し、通学経

費負担の増加を抑えたもの）

・ケース４：収支が均衡する運賃水準

各ケース別の具体的な運賃水準は下表のとおりです。

普 通 －

通 勤 定 期 －

通 学 定 期 －

全 体 －

普 通 １．３７

通 勤 　４４％ 通 勤 定 期 １．６５

通 学 　７２％ 通 学 定 期 １．６５

全 体 １．４９

普 通 １ ． ３ ７

通 勤 　 ４ ４ ％ 通 勤 定 期 １ ． ６ ５

通 学 　 ８ ３ ％ 通 学 定 期 １ ． ０ ０

全 体 １ ． ３ ９

普 通 ２．７７

通 勤 　４４％ 通 勤 定 期 ３．３３

通 学 　７２％ 通 学 定 期 ３．３３

全 体 ３．００

　現 行 青 い森 鉄 道 ㈱ 運 賃 を適 用 した場 合 で
す。線 路 使 用 料 を減 免 すれ ば 、青 い森 鉄 道
㈱ の 収 支 が ほ ぼ 均 衡 します。

ケース３
現 行 青 い 森 鉄 道 ㈱ 運 賃 を 基 本
と し 、 通 学 定 期 運 賃 を 現 行 ＪＲ
並 み に 据 え 置 い た 場 合

ケ ー ス ２ に 対 し て 通 学 定 期 を 現 行 ＪＲ 運 賃
と 同 額 と し た も の で す 。 線 路 使 用 料 を 減 免
す れ ば 、 青 い 森 鉄 道 ㈱ の 収 支 は 若 干 の 経
常 損 失 の 発 生 に と ど ま り 、 経 営 の 健 全 性
は 維 持 さ れ ま す 。

ケース ４

収 支 が 均 衡 する場 合

線 路 使 用 料 の 支 払 を含 め 、青 い森 鉄 道 ㈱ の
収 支 が 均 衡 する運 賃 水 準 で す。

ケース２

現 行 青 い森 鉄 道 ㈱ 運 賃 並 み とす
る場 合

ＪＲ運 賃 に対 する倍 率 ケ ース の 特 徴

ケース１

現 行 運 賃 並 み （目 時 ～ 八 戸 ：青 い
森 並 み 、八 戸 ～ 青 森 ：ＪＲ 並 み ）と
して 算 定 した 場 合

　そ れ ぞれ の 区 間 に現 行 運 賃 を適 用 して 算
出 した 場 合 で す。青 い森 鉄 道 ㈱ の 収 支 は 大
幅 な 赤 字 とな ります。

ケ ース 区 分 定 期 割 引 率
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乗車券等の種類②

基本となる乗車券等は、普通乗車券(片道 往復)、定期乗車券（通勤 通学）、、 、

回数乗車券、団体乗車券、入場券とします。

③ 乗継割引制度

青い森鉄道線と他会社線とを乗り継ぐ場合には、境界となる駅で乗車する会社

毎に運賃を計算し合算するのが原則となります。このため、これまで同一会社線

として運賃計算距離が通しで計算されていた利用客にとっては、支払う運賃が割

高になり、負担の増加となることから、現在青い森鉄道(株)では同社分の運賃を

他社との境界となる駅から２駅の範囲で数十円割り引く「乗継割引制度」を実施

しています。

青い森鉄道線の青森延伸後は、他会社線との乗継範囲が拡大します。特に青森

市内においては、相当数の通勤、通学者がＪＲ線と青い森鉄道線を移動すること

になり、乗継ぎの場合の運賃を原則どおりに計算した場合、その影響を受ける利

用者も相当数になるものと見込まれます。このため、一定区間の乗継利用者につ

いては、運賃上昇幅を緩和するために、「乗継割引制度」を引き続き導入するよ

う関係者と協議を進めていきます。

④ 利用促進に向けた企画乗車券の導入

青い森鉄道線を魅力ある鉄道として多くの方々に利用していただくために、各

種の企画乗車券の発行を検討します。一例として、次のようなものが考えられま

す。

■トレインtoバスきっぷ

青い森鉄道線各駅で接続する路線バスと青い森鉄道線を１枚の乗車券又は

定期券で利用できるもの。

■１日フリーパス切符

１日乗り放題の乗車券。

■青い森周遊きっぷ

利用者が青い森鉄道沿線の観光地や各種施設を自由なプランで巡ることが

できるよう、青い森鉄道線、バス路線及び観光施設入場券等をセットにした

きっぷ。

■イベントの開催と提携した特別乗車券

乗車券とイベントのチケット等をセットにしたものです。
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⑤ 乗車券等の発売方法

乗車券等は駅窓口、自動券売機での発売を基本とするほか、より身近な発売方

法を検討します。

また、発売箇所については、現行の青い森鉄道線及び東北本線の状況を維持す

る方向で検討します。

⑥ 他会社線の乗車券を購入できる範囲

青い森鉄道線の駅から次の範囲の乗車券を購入できるように関係者間で協議を

進めます。

ＪＲ東日本の在来線：県内一円

ＩＧＲいわて銀河鉄道線：全線

（３）駅体制

駅務員の配置については、基本的に現行の青い森鉄道線及び東北本線における①

営業体制を維持する方向で検討します。

ア 社員配置駅

現行有人駅のうち、他会社との分岐駅など列車の運行上重要な駅について

は、社員を配置します。

八戸駅、三沢駅、野辺地駅、青森駅

イ 簡易委託駅

他の現行有人駅については、地元自治体と検討協議の上、簡易委託駅とす

ることを検討します。

上記ア以外の現行有人駅：三戸駅、剣吉駅、下田駅、上北町駅、乙供駅、

小湊駅、浅虫温泉駅

※ 簡易委託駅･･･乗車券の販売及び駅舎管理等について地元団体等へ委託

する駅。

ウ 無人駅

現行の無人駅については、その形態を引き継ぎます。ただし、通勤・通学

等で利用者が多い時間帯には臨時に車掌業務を行うことや駅に別途駅務員を

配置するなど、利用者が不便とならないような対応を検討します。

なお、無人駅の環境美化、防災及び防犯については、地元と連携を密にし

た対応を検討します。
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② 分岐駅の使用形態

青森駅、野辺地駅及び八戸駅はＪＲ東日本㈱との分岐駅であることから、その

使用形態については、ＪＲ東日本㈱と協議して取扱いを決定します。

Ⅳ 設備投資及び収支に関する事項

１ 設備投資計画

（１）基本的な考え方

鉄道資産の取得は県が行いますが、その資金は、青森県の貴重な公金が財源とな

ります。したがって、初期投資に当たっては、安全の確保を第一義に、最小限の設

備投資に止めることとし、次の点に留意して行います。

なお、車両の調達等開業準備のため青い森鉄道㈱が必要とする資金については、

同社に対する新たな出資により対応することを検討します。

① 現行施設の活用

青い森鉄道線の青森開業は、ＪＲ東日本㈱が経営している東北本線の一部区間

を引き継ぐものであることから、現行資産を可能な限り活用することとし、新た

な投資は極力控えます。

② 初期投資経費の圧縮

ＪＲ東日本㈱から譲渡を受ける資産については、青い森鉄道線の運行に使用し

ない資産の整理と、無償若しくは低廉な価格での譲渡をＪＲ東日本㈱に対し要望

し、経費の圧縮に努めます。

また、新規に構築する施設・設備等については、安全性を確保した上で必要最

小限の機能とする等により経費の圧縮に努めます。

③ 経常経費との関連

人件費や施設の維持費等の経常経費の低減に資するための必要な設備投資は、

青森開業時までに措置することを原則とします。

（２） 施設整備の概要

目時・八戸間の開業は暫定開業であったため、施設設備については、基本として

ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱等との共同使用を行ってきましたが、青森開業に伴い営業

区間も現在の約５倍となるなど本格開業を迎えることから、次のとおり整備するこ

ととします。
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① 運行管理基盤施設

列車の運行管理のため、指令室等の運行管理基盤施設を青森駅西口地区に整備

します。運行管理基盤施設の中枢をなす指令システム等については、現在の営業

区間である目時・八戸間では、ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱との共同使用を行ってい

ますが、青森開業時においては、目時・青森間を一体とした独自の指令システム

等を構築し、青い森鉄道㈱が運行管理を行うこととします。

なお、当該施設には青い森鉄道㈱の本社機能も配置し、運行全般を把握しつつ、

安全かつ円滑な列車運行確保に向けた適切な指示等を行っていくこととします。

※「指令システム」とは、列車をダイヤにしたがって安全かつ円滑に走行させる

ため、各種信号やポイント転換、送電の制御等を行うもので、運行確保のため

には不可欠なものです。

② 車両基地

車両の検修作業や留置等のための車両基地を現ＪＲ東日本青森車両センター東

派出所内の既存施設を改修し整備します。

※ 車両基地は車両の留置、列車編成の組み替え、整備・清掃・検査・修繕等を行

うところです。

③ 設備管理所

施設管理の現場部門として、設備管理所を青森及び八戸の２箇所に整備します。

なお、いずれの設備管理所も既存のＪＲ施設を改修して使用することとします。

※ 設備管理所は、鉄道施設の検査及び修繕等の保守・保全業務を行う現場機関で

す。

④ 運輸管理所

運輸管理の現場部門として、運輸管理所を青森及び八戸の２箇所に整備します。

運輸管理所についても設備管理所と同様に既存のＪＲ施設を改修して使用するこ

ととします。

※ 運輸管理所は、乗務員の運用・管理及び指導と車両の運用及び管理を行う現場

機関です。

（３）車両の調達

青い森鉄道線の運行に使用する車両は、初期投資の抑制と円滑な運行引継ぎの観

点から、現在ＪＲ東日本が八戸・青森間で運用している７０１系電車の確保を基本

とします。
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（４）初期投資の内容等

青森開業に関して予定する初期投資の内容をまとめたものが次の表です。

なお、金額については、ＪＲ東日本㈱との資産譲渡に関する協議や各種施設設備

の設計等が継続中であることから確定していません。このため、ＪＲ資産について

は平成11年度に実施した並行在来線（八戸・青森間）鉄道資産分析調査に基づく平

成８年度のＪＲ東日本簿価を、また、設備整備費等については現時点で県が把握し

ている見込み数値を計上しています。

これらの数値は、今後の協議や各種施設設備の調査・設計の実施等により変動す

ることとなります。

項 目 内 容 金 額 備 考

土地、建物、線路設備、電路
ＪＲ資産購入 約１６０億円程度

設備、機械装置等

（計上しているもの）
約７０億円程度

運行管理基盤施設（指令所等）、指

令システム整備、車両基地整備、青

施設整備費等 森変電所設備整備、青森駅連動設備

整備

（今後計上が予定されるもの）

ワンマン化対応駅設備等改良工事、 (約１０億円程度)

保守用車両機器購入、備品購入等

（青い森鉄道㈱への出資）
開業準備関係 ２３億円

車両調達、開業準備経費

※ＪＲ資産については平成11年度に実施した並行在来線（八戸・青森間）鉄道資産分

析調査に基づく平成８年度のＪＲ東日本簿価額（青森、八戸駅を除く。）です。
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資金・収支計画２

青い森鉄道株式会社（第二種鉄道事業者）（１）

ア 基本的な考え方

青森開業に必要な準備及び初期投資に係る資金については、借入金による金利負

担を生じないよう出資金をもって充てることとします。

イ 初期投資等の概要

初期投資としては、車両調達費が最も大きく、その他に自動券売機に係る購入費

やシステム導入費等が必要です。また、開業準備に係るものとして、人件費、一般

管理費及び創業費等が必要となります。

ウ 資本金（出資金）の規模及び出資予定者

青森開業に際して必要となる追加出資の内訳は下表のとおりです。下表中「開業

費（施設保守管理分）」については、青森開業時から青い森鉄道㈱が鉄道施設の保

守管理業務を行うために必要な準備経費であることから、県が全額出資して対応し

ます。

（単位：億円）

資産取得費 9.1

・ 旅客車両調達費 6.8
・ 業務用自動車取得費 0.1
・ 自動券売機購入費 1.0
・ システム導入経費 0.8
・ 検修用試験器具・工具 0.4

開業費（旅客輸送分） 3.1

開業費（施設保守管理分） 4.5 （県全額負担）

創業費 0.6

準備金及び予備費 5.7
・ 車両更新準備金 3.8
・ その他予備費 1.9

計 23.0
（ 開業費（施設保守管理分）を除く 18.5 ）
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出資者としては、県をはじめ、以下の理由から、沿線市町及び民間を予定します。

各主体別の出資割合は、下表のとおりです。

地域住民の足の確保については、住民福祉の観点からも地元自治体の主体的な①

取り組みが求められるところであり、その利便性の維持・確保を図るためにも、

日常的に利用している沿線地域・沿線自治体の意向が青い森鉄道線の運営に十分

反映されるよう、経営に参画していただくことが望まれます。

青い森鉄道線目時・八戸間の開業時には、目時・青森間の沿線全市町で出資し②

ました。このうち八戸以南の市町は、青森開業時の出資の一部を前倒しで出資し、

前倒しで出資した分は青森開業時点で調整するとされています。

青い森鉄道線八戸開業時点では、県及び沿線市町のみならず、金融機関、電気③

事業者等から出資をいただいており、引き続き、一定の資本参加力を有する地元

企業等にも参画いただき、官民一体となって支えていくことが必要です。

収支予測の前提条件エ

① 輸送人員

「Ⅱ ２ 輸送需要予測」に記述した輸送需要予測のとおりです。

② 運賃水準ケース別収入見込

運賃水準については、「Ⅲ ５ 営業計画」で示したものを使用します。

ケース別の収入見込額は次表のとおりであり、このうちケース３を基本とし

て青い森鉄道㈱は経営計画の作成を進めることとします。

出資予定者 既出資額 今回出資額 出資総額 出資比率

県 330.0 1,576.4 1,906.4 65.7
民　間 150.0 245.0 395.0 13.6

沿線市町 120.0 478.6 598.6 20.7
計 600.0 2,300.0 2,900.0 100.0

（単位：百万円、％）
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）（単位：億円

③ 経費

会社の運営については、鉄道という事業の特質から、列車の安全走行の確保

が最優先の課題です。その上で、経費を極力抑制する必要があることから、輸

送規模に見合ったスリムな体制で、効率的な運営を目指します。

経費については、青い森鉄道㈱の旅客営業部分における現時点での所要見込

額を積み上げたものです。

なお、経費の主な内容については、次に示すもので構成されます。

ケース 収入区分 開業初年度 開業５年度目 開業１０年度目

運賃収入 12.0 11.3 10.6

その他収入

計 16.3 15.0 13.8

運賃収入 15.2 14.2 13.3

その他収入

計 20.2 18.4 16.9

運賃収入 14.4 13.5 12.7

その他収入

計 19.4 17.8 16.4

運賃収入 30.7 28.7 26.9

その他収入

計 38.3 35.0 32.1

　　　 ケース１

 現行運賃並み（目
 時～八戸：青い森
 並み、八戸～青森
 ：ＪＲ並み）として算
 定した場合

4.3 3.7 3.2寝台特急収入
企画切符収入
運輸雑収入等

　　　 ケース２

 
  現行青い森鉄道
  ㈱運賃並みとす
  る場合

5.0 4.2 3.6寝台特急収入
企画切符収入
運輸雑収入等

　　　 ケース３

  現行青い森鉄道
  ㈱運賃を基本と
  し、通学定期運
  賃を現行ＪＲ並み
  に据え置いた場
  合

5.0 4.3 3.7寝台特急収入
企画切符収入
運輸雑収入等

　　　 ケース４

  収支が均衡する
  場合 7.6 6.3 5.2寝台特急収入

企画切符収入
運輸雑収入等
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［経費の主な内容］

① 人件費

運転士その他の社員の給与や各種手当に係る経費です。

② 運行経費

車両の検査や修繕等に要する経費です。車両保存費：

列車運行に係る経費です。運 転 費：

駅の管理や出改札業務等に係る経費です。運 輸 費：

③ 管理費等

本社等における事務費です。

④ 減価償却費等

減価償却費や公租公課等に要する経費です。

⑤ 線路使用料

線路等を保有管理する青森県に対して支払わなければならない経費です。

（単位：億円）［経費見込額：旅客営業部分のみ］

オ 収支予測

青い森鉄道㈱の旅客営業部分に係るケース別の収支見込額は次表のとおりであり、

このうちケース３を基本として青い森鉄道㈱は経営計画の作成を進めることとします。

なお、保守管理部分の収支見込みについては、現在関係者と協議、検討中のため、

収支予測には含めていません。

（単位：億円）

支 出 区 分 開 業 初 年 度 開 業 ５年 度 目 開 業 １０年 度 目

人 件 費 7 .0 6 .4 5 .4
運 行 経 費 7 .1 7 .1 7 .1
管 理 費 等 1 .8 1 .9 1 .7

減 価 償 却 費 等 3 .4 3 .4 1 .4
計 19 .3 18 .8 15 .6

※ 参 考
概 算 線 路 使 用 料
（請 求 額 ベ ー ス ）

１６億 円 程 度

運 賃 ケ ー ス 区 分 開 業 初 年 度 開 業 ５ 年 度 目 開 業 １ ０ 年 度 目

ケ ー ス １ △  3 .0 △  3 .8 △  1 .8

ケ ー ス ２ 0 .9 △  0 .4 1 .3

ケ ー ス ３ 0 . 1 △  1 . 0 0 . 8

ケ ー ス ４ 1 9 .0 1 6 .2 1 6 .5
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青森県（第三種鉄道事業者）（２）

第三種鉄道事業者である県の、平年ベースにおける鉄道施設事業特別会計の収支見

込については、業務形態や設備の使用状況等について関係者と協議等を行い積算する

必要があり、現在その作業を進めているところです。併せて、現在見直しを求めてい

る貨物線路使用料に係る動向も踏まえる必要があることから、今後適宜県から示して

いきます。

なお、収支見込に含まれる項目等については、概ね次のとおりです。

収 入①

項 目 内 容

青い森鉄道㈱、ＪＲ貨物からの線路線路使用料
使用料

施設管理に係る繰入金繰 入 金

土地・施設使用料、変電所管理費収そ の 他
入（動力費）

経 費②

項 目 内 容

鉄道施設の保守管理業務費鉄道設備保守費

鉄道事業者の業務管理管 理 費

災害復旧費及び業務用電力費等そ の 他

注）この他、鉄道資産の取得・整備に係る公債費を計上することになります。
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Ⅴ 利活用促進に関する事項

１ 利活用に関する基本方針

青い森鉄道線は、青森延伸によって全線開業となりますが、鉄道事業を取り巻く環

境は依然厳しいことが予想されます。一方において、営業距離が に延長す121.9km
ることや人口３０万人都市である青森市への乗り入れ等により様々な利用促進策の展

開の可能性も広がることになります。青い森鉄道線が将来にわたり地域交通ネットワ

ークの一翼を担い、住民の足として維持・存続されるためには、効率的な運営体制と

経営努力のほか、沿線市町の協力や沿線住民のマイレール意識の向上が不可欠である

ことから、これまで以上に沿線住民及び沿線市町と連携しながら利活用促進に取り組

んでいく必要があります。

２ 利活用促進に向けた検討事項

少子化の進展、自動車利用へのシフト等により、鉄道の利用客は減少傾向にありま

すが、こうした中で青森開業後も将来に向けて運行を維持していくためには、鉄道の

利用者増を図る必要があります。

鉄道利用を促すためには、「安全な鉄道」であることはもちろんですが、「利用し

やすい鉄道」であること、「地域住民のための鉄道」であることを、地域住民の方々

に認識していただくことが重要です。

このため、青い森鉄道㈱、県、沿線市町及び地域住民である利用者が一体となった

ハード面・ソフト面での取り組みを目指します。

（利便性の向上）ア 「利用しやすい鉄道」となるための方策

地域住民の利便性を考慮した列車ダイヤの設定①

運行計画に記述したように、地域住民の「足」としての利便性確保を第一に考

え、朝夕の通勤通学時間帯に対応した快速列車の新設やＪＲ線及びＩＧＲ線等と

の乗り継ぎがスムーズに行えるようなダイヤ設定に配慮します。

パークアンドライドの推進②

駅舎周辺の未利用地を、駐車・駐輪スペースとして活用し、利用客が利用しや

すい体制を整えることを検討します。パークアンドライドの実施に当たっては、

定期利用者を優先とするなど、営業面での効果も含めた利用方法の設定を目指し

ます。

※パークアンドライドとは、都市部などの交通渋滞の緩和のため、自宅からの通

勤等に使用する自動車を郊外の鉄道駅等に設けた駐車場に置かせ、そこから鉄道

等の公共交通機関に乗り換えて目的地に行く方法です。
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③ 関連事業の展開

鉄道を利用される方々の利便性を向上させ、利用の促進を図るためには、鉄道

輸送はもちろんのこと、鉄道以外のサービス関連事業の多角的な展開が重要です。

関連事業の展開については、青い森鉄道㈱、沿線自治体や公共的団体、あるい

は民間会社などの事業主体を視野に入れながら、鉄道資産を多目的に利活用でき

るよう検討を進めます。

（マイレール意識の醸成）イ 「地域住民のための鉄道」となるための方策

ＣＩ戦略の推進（ロゴマークやイメージキャラクター等）①

八戸開業時には「青い森鉄道株式会社」の社名を公募により決定しました。青

森開業後は、営業区間も伸び、より多くの方々に利用される機会が増えます。

このため、県民をはじめ多くの皆様に青い森鉄道をより身近な存在として捉え

てもらうため、統一的な企業イメージの定着に向けたロゴマーク、イメージキャ

ラクター、イメージカラー等の設定を検討します。

なお、ロゴマーク等の決定に当たっては、原案を募集する、あるいは投票を行

うなど、選考過程そのものについて多くの皆様に関心をもってもらうような工夫

に努めます。

青い森鉄道ファンクラブ等の設置②

青い森鉄道線に親しみを持っていただき、また、支えていただくため、青い森

鉄道ファンクラブの設置やサポーター制度の導入について検討します。また、こ

うした組織の活動に対する特典（割引乗車券等）についても併せて検討していき

ます。

既存駅のリニューアル③

駅舎は鉄道と地域を結ぶ最初の窓口です。そのため、地域住民に長く親しまれ

るとともに、訪れる方の印象を深めることができる駅とすることが大事です。

したがって、駅舎の修繕、改築を行う際には、青い森鉄道のイメージアップに

つながるようなリニューアル、あるいはユニバーサルデザイン化やバリアフリー

化を検討します。

また、駅舎及び駅周辺へのトイレの設置については、沿線市町と協議し、公衆

トイレとしての設置や維持管理の地域への委託等について検討します。
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各種施設の駅舎への併設等④

各種施設の駅舎への併設や駅周辺への優先配置により、駅舎等の集客力が高ま

り、最終的に鉄道利用者が増加する可能性が大きくなると考えられることから、

沿線地域において公共施設等の新設や移設を行う際には、この点についての配慮

が望まれます。

新駅の設置⑤

新駅の設置は、青い森鉄道線利用者の利便性向上ひいては利用者の増加を図っ

ていく上で重要な方法のひとつです。

新駅については、こうした効果がどの程度期待できるかという視点から、収益

性や採算性等を検証していくことが必要です。新駅設置については、設置希望主

体と青森県及び青い森鉄道㈱等の関係者間で役割分担を含め協議していくことと

します。

駅の維持管理体制の構築⑥

駅の維持管理については、乗客をはじめ地域住民等が快適に利用できる駅とす

るために、施設を所有する県及び旅客輸送を行う青い森鉄道㈱と沿線地域との連

携が必要不可欠です。

景観上も防犯上からも、気持ちよく安心して利用できる駅の維持管理体制を、

沿線地域と共に構築します。

（青い森鉄道利活用ビジョン）※ 利活用に係る取組の推進に向けて

青い森鉄道の利活用を進めていくため、沿線地域の主体的な取組の参考となるよう、

県が作成した「青い森鉄道利活用ビジョン」では、具体的な取組例として３つの重点

プロジェクト・９つのアクションプランが示されています。

今後は、沿線地域において、こうしたプランも踏まえた実際の取組が進んでいくこ

とが望まれます。
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青い森鉄道利活用ビジョン

３ 利活用の取組の推進体制

青い森鉄道線沿線市町（駅舎を有する市町）は「青い森鉄道活用会議」を設置して

います。同会議では、青い森鉄道と沿線地域が共生できる振興方策について検討を行

う等の活動を行っています。

また、既に開業している八戸以南の地域では、「青い森鉄道利用促進協議会」によ

る利活用の取組があります。

青森開業に向けては、これらの取組を含めて、沿線地域と県、青い森鉄道㈱が、地

域主体の利活用の取組の推進に向けた組織・体制を検討します。

(1)企業との連携ＡＰ  (2)ＮＰＯ・住民との連携ＡＰ 

Ⅲ．鉄道と多様な主体との連携プロジェクト 
沿線の様々な主体が、青い森鉄道の利活用に自発的に取り組

むために連携するプロジェクト 

(1)施設活用ＡＰ 

(2)鉄道関連グッズ開発ＡＰ 

(3)ネーミングライツＡＰ 

Ⅱ．鉄道まるごと活用プロジェクト
鉄道そのものを様々な視点で活用するための

プロジェクト 

Ⅰ．地域資源活用プロジェクト 
青い森鉄道と沿線の資源を戦略的に活用する

ためのプロジェクト 

(1)地域資源活用マップ作成ＡＰ 

(2)体験モデルツアーＡＰ 

(3)商品開発ＡＰ 

(4)ランキングＡＰ 

重点プロジェクト・アクションプラン  

青い森鉄道も地域資源のひとつである

参加と協働による取り組みを推進する 

青い森鉄道を活用する 

●青い森鉄道が元気になれ

ば、地域も元気になる。 

●地域が元気になれば、青

い森鉄道も元気になる。 

 基本方針 目 標 
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○青い森鉄道線の本格開業に向けて

青い森鉄道線は、地域住民の重要な足として、また、地域交通ネットワークのひとつと

して、将来にわたって維持・存続していくことが極めて重要です。しかし、将来需要予測

の結果からも沿線の人口減少等により今後の経営は厳しいものと予想されています。

今後、本経営計画素案に基づき、各鉄道事業者が経営計画を策定し青森開業後の運営に

当たっていく際には、青い森鉄道線の維持・存続に向け、県、沿線地域、鉄道事業者等、

青い森鉄道線の関係者が連携して次の取り組みを強く進めていきます。

（１）効率的な運営に向けた取組

青森開業に向けては、安全・安心を第一義としながら、効率的な運営に向けた体制や

運営方法を構築する。

また、青森開業後においては、経営計画と実績を比較・検証し、運営内容等の適切な

見直しを行う。

（２）利活用推進に向けた取組

青森開業に向けて、今後検討される利活用推進体制に基づき、沿線地域と県、青い森

鉄道㈱が、地域主体の利活用推進のため連携して取組む。

（３）国等による支援制度の構築に向けた取組

青い森鉄道線の維持・存続に向けては、鉄道事業者及び地域の努力とともに、並行在

来線に対する国等の支援が不可欠であるため、以下の内容等について関係機関に粘り強

く訴えていく。

①経営分離によるＪＲ東日本の鉄道資産については、無償譲渡若しくは低廉な価額で

の譲渡実現

②貨物線路使用料については、算定方法の改善や算定対象経費への資本費算入など、

貨物列車の線路使用の頻度・実態等に見合った、より適正な制度への見直し

③経営分離に係る初期投資及び運営に対する助成措置の創設

県民の悲願である東北新幹線新青森駅開業が間近なものとなり、その開業効果を様々

に創出し最大限に享受すべく、全県挙げての取り組みが進められています。

この新幹線整備の前提としてＪＲ東日本から経営分離される並行在来線である青い森

鉄道線の維持・存続については、その経緯や路線の持つ重要性からしても、単に沿線地

域だけの問題として捉えるのではなく、県全体で考えていくことが望まれるものです。

今回の青い森鉄道線の青森開業に向けては、県及び沿線自治体が中心となって青い森

鉄道線の経営の枠組みを検討・協議し、今回の青い森鉄道株式会社の増資についても、
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県と沿線自治体が主に対応することとしました。沿線の各自治体においては、苦しい財

政状況の中においても本県における新幹線整備の重要性や地域の交通ネットワーク確保

の必要性、八戸開業時の負担の考え方等を踏まえて熟慮した結果としての決断がなされ

たところです。

今後の青い森鉄道線の維持・存続や利活用促進、沿線の地域振興等に向けては、この

ような事情と今回の沿線自治体の思いを十分に踏まえ、全県的な課題との認識のもと、

関係者が力を合わせてしっかりと取り組んでいく必要があります。


